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Ⅰ 計画策定の趣旨

本町においては、合併後の厳しい社会経済状況や財政状況を踏まえ、平成１８

年３月に「錦江町行政改革大綱」及び「財政健全化計画」を策定し、事務事業と

組織機構の見直しや民間委託の推進を図り、効率的な行政運営を実現しつつ、町

民福祉の向上と町政の更なる発展を目指して行財政改革をすすめてきたところ

です。

その成果として、組織の改革、事業の改革、財政の改革、人の改革の４つの改

革を柱にして、チーム制の導入や組織のフラット化を図り、中学校の統合や総人

件費の削減などを実現してきました。

しかし、本町は、全国平均を大きく上回る高齢化の進行等による、扶助費の増

大や、農業を主体とする地域経済の低迷等による税収減が深刻な状況であり、今

後ますます厳しい財政運営を強いられることが予想されます。 また、合併１０

年後からは、交付税の算定替えにより、交付税の減収も考慮した財政計画（錦江

町中期財政計画）を策定するとともに、更なる行財政計画を推進し、住民サービ

スの維持・向上を図っていく必要があります。

このようなことから、本町では、平成２５年３月新たな行政改革の方針を示し

た「第２次錦江町行政改革大綱」(以下、「２次大綱」という。)を策定したところ

であり、この２次大綱に基づき、本町の行政規模に合った「第２次錦江町定員適

正化計画｣(以下、「２次計画」という。)を策定し、職員数の適正化を図り、人件

費の抑制や財政健全化と住民サービスの向上を目指していきます。
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Ⅱ 現状

１ 第１次計画の達成状況

平成１８年３月に策定した第１次計画において、平成１７年４月１日現在の

職員数１６９人を基準として、５年後の平成２２年４月１日時点の職員数を、

１５５人以下とし、１４名(８％)以上の削減を目標にしました。

平成２２年４月１日現在の職員数は１４8 名で、目標である１４名削減を上

回る２１名の削減となりました。

また、指定管理者制度の導入、民間委託などの事務事業の見直しや事務の効

率化を図るとともに、チーム制の導入や課の統廃合をするなど組織機構の見直

し、職員削減に対応するための職員の能力開発と人材育成にも努めてきました。

（１）職員の状況 単位：年 人

年度 17 18 19 20 21 22 23 24 25

計画（予測） 169 164 160 156 153 151 (148) (142) (139)

職員数 169 164 159 155 152 148 144 143 141

一般行政職 140 135 132 129 126 123 122 121 121

技能労務職 29 29 27 26 26 25 22 22 20

退職者数 6 6 4 3 5 4 3 3 9

一般行政職 6 4 3 3 4 1 3 1 5

技能労務職 2 1 1 3 2 4

採用者数 1 1 1 2 1

（ ）は予測数値

２ 職員の年齢構成及び年度別退職予定者の状況

（１）職員の年齢構成 (H２５.4.1 現在)

年齢 一般行政職 技能労務職 計 割合(５歳) 割合(１０歳)

55～60 18 9 27 19.2
36.9

50～55 21 4 25 17.7

45～50 19 19 13.4
35.4

40～45 27 4 31 22.0

35～40 21 1 22 15.6
22.7

30～35 9 1 10 7.1

25～30 5 1 6 4.3
5.0

20～25 1 1 0.7

18～20

計 121 20 141 100 100

第１次計画の方針として、新規採用者は１/５採用（退職者５名に対して１名の採用）

としたため、平成１７年から平成２４年度までの退職者３４名に対して、５名の職
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員を採用しました。そのため、若年層の割合が極端に減少し、４０歳以上の職員が

７割以上を占める割合となりました。

（２）年度別退職予定者 単位：年 人

年度 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

退職者数 9 3 8 3 4 3 6 6 9 1 3

一般行政職 5 3 7 1 2 2 5 4 9 1 3

技能労務職 4 1 2 2 1 1 2

期間中の退職予定者は、５５名となりますが、平成２５年～２７年（２０名）と平

成３１年～３３年（２１名）に大量の退職者がいます。

３ 人件費の推移

（１）人件費の推移 (地方財政状況調査より) 単位：百万円

H17 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

人件費 1,291 1,223 1,185 1,160 1,129 1,089 1,071 1,068

事業支弁※１ 88 89 91 109 110 114 155 141

人件費計 1,379 1,312 1,275 1,269 1,239 1,203 1,226 1,209

職員給※２ 873 815 768 727 725 682 645 649

人件費全体としては、１７％減少していますが、職員給※２については、２５％減少

しています。第１次計画による職員数の減と平成１８年に実施された給料表の改定

によるものと思われます。

※１ 普通建設事業費に充てた人件費

※２ 職員給は、給料と諸手当（共済組合負担金、退職手当負担金は含まない）
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Ⅲ ２次計画

１ 基本方針

ア 総務省地方公共団体定員管理研究会「定員回帰指標試算式」※３

地方公共団体の職員配置は、様々な行政需要に左右されるものであり、職

員数のあるべき姿を画一的に定めることは困難な面もあるので、適正な定員

管理を推進するためにも客観的な指標が不可欠です。

そこで、総務省地方公共団体定員管理研究会が発表した「定員回帰指標試

算式」※４に基づいて、人口、面積を基準に、合併、非合併に応じた試算方式

を適用することとしました。

１次計画では、類似団体による指数を基に計画されましたが、類似団体の

人口規模が５０００人の幅があり、また将来の人口減少の見込みを反映させ

にくいことなどから、今回から指標基準を変更することとしました。

※３ 平成２０年５月に制定されたもの。定員適正化計画の指標として、これ以外に類似団

体、定員モデルなどが用いられる。

※４ 別紙（７頁）に掲載

イ 退職者の補充と計画的な採用

職員数の削減に伴う年齢の偏りに配慮しつつ、期間を通じた退職者数に

対する減数を考慮しながら、年度毎に平準化して計画的な採用を行いなが

ら職員数の削減を図ります。

ウ 変化に対応した柔軟な計画の見直し

本計画策定時においては、定年延長等を含む公務員制度改正については

考慮に入れておりません。今後、国等の動向を注視し、情勢の変化に応じ

て適宜柔軟に計画の見直し、変更を図る必要があります。前期計画の平成

３０年度において、必要に応じて後期計画の見直し、変更を検討します。

エ 技能労務職の退職不補充と非常勤職員化

民営化ガイドラインに基づき、今後民営化を進めていくことから、錦江

園、給食センター、学校用務員などの技能労務職については、退職不補充

とし、非常勤職員により代替していきます。

オ 組織機構の再編・整理と機動的な組織体制の構築

合併後、課の統廃合により組織のスリム化を図ってきましたが、更に業

務の見直しにより、職員減少の中で、効率的な行政サービスを提供するた

め組織を構築していきます。

カ チーム制の維持

チーム制については現状を維持するとともに、各行政委員会及び職員数
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の少ない課についてはチームを置かないなどの検討を行い、住民サービス

の向上をめざします。

キ 総合支所の組織の見直し

職員数の減少に伴い、現行と同じ職員数やサービスを維持することは難

しいと判断することから、本庁支所の業務分担を見直し、中期的には支所

として諸証明の交付、福祉サービス等の申請受付、相談、行政区及び地域

コミュニティ団体への支援等を主とした体制に年次的に移行します。

ク 民間委託、指定管理者制度の活用

町民サービスの向上に配慮しつつ、民営化ガイドライに基づき、民間委

託等を推進するとともに、業務の効率化を図ります。

ケ 職員の能力開発

限られた職員数による効率的な行政運営と質の高い行政サービスの提供

を行うことができる人材の育成に努めます。

また、地方分権の時代に相応しい政策立案能力や、時代の要請に対して

自覚と責任もって施策を遂行できる業務遂行能力の向上に努めるとともに、

職員の能力を引き出し、意識を高めるための取り組みを推進します。

２ 計画の期間

（１） 基準年月日 平成２６年４月１日

（２） 計画期間 前期計画 平成２６年度から平成３０年度の５年間

後期計画 平成３１年度から平成３５年度の５年間

３ 目標設定

定員適正化計画に基づく職員数の設定目標

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

職員数 134 133 127 125 122 121 117 115 107 107

４ 計画及び進捗状況の公表

１ 計画の公表

２次計画策定後、「錦江町ホームページ」により公表します。

２ 進捗状況の公表

錦江町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、毎年度、閲覧

所において閲覧に供するとともに、「錦江町ホームページ」により公表します。
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